
資料２ 長周期地震動に関する情報検討会

PUSH型情報の発表に用いるPUSH型情報の発表に用いる
解析手法、発表基準、情報内容
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ＰＵＳＨ型情報の対象と目標とする行動

「長周期地震動に関する情報」の対象
：主に高層ビルに関係する人
（住んでor働いてはいるが地震発生時には別の場所にいた人、問い合わせ等の対応を受ける人、を含む）

【目標】

地震時に落ち着いて、かつ、的確に
行動 対応

【現状】

・何故大きく揺れたのかが分からず不安・
不審 行動・対応不審
・高層階の揺れを認知できず慌てて対応

【原因】
震度では揺れの大きさが分からない

【原因の解消】
長周期地震動による揺れと認識

【長周期地震動に関する情報（ＰＵＳＨ型）】の発表

「高層ビルを揺らす長周期地震動が観測されている」ことを迅速に高層ビルを揺らす長周期地震動が観測されている」ことを迅速に
お知らせする。
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長周期地震動に関する情報の作成・発表の流れ

気象庁加速度波
全国約600点

気象庁
震度観測点

加速度波形

連続波形
（約200点）

1分間毎の波形
（約400点）

気象庁本庁長周期地震動分析装置

（約200点） （約400点）

波形データ品質管理

気象 本

波形解析

しきい値処理

気象庁

・住民
・管理者

等

気象庁
ホームページ

気象事業者

WEB ページ
作成処理

地震情報への付加

情報文作成

・気象事業者
・マスコミ 等

地震情報への付加
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指標に関する昨年度の検討結果

長周期地震動の
評価に有効とさ
れる解析手法

内容 計算時間 メリット 課題

地動最大速度、
最大変位

震度が用いている加速度に比
べ長周期地震動によって大きく

数分以内
（震央と観

・波形を迅速に入手できれば、
計算時間が短い

・震源域近傍でも大きくなるため、指標だけでは長周
期地震動のみの影響を取り出せない最大変位 べ長周期地震動によって大きく

なる。長周期構造物の設計等
には最大速度が用いられ、ま
た、周期２秒以上の建物の応
答には変位が相関が良い、と
の研究結果がある。

（震央と観
測点の位
置によって
異なる）

計算時間が短い。
・構造計算等の過去の実績
が多く、指標等の作成時に
調査がしやすい。

期地震動のみの影響を取り出せない。
・波形がないと過去の地震による評価がしにくい。
・従来、高層ビルの構造への影響等については評価さ
れてきたが、新たに高層ビル内の体感やビル内の被
害等との関係について検討する必要がある。
・継続時間は評価できないの研究結果がある。 継続時間は評価できない

長周期成分を考
慮した組み合わ
せ震度、長周期
地震動を考慮し
た震度指標

速度や変位、また震度フィル
ターを長周期側まで伸ばしたも
のを用い、計測震度と同様の
数値を得る。長周期地震動が
大きい場合、計測震度に比べ

数分～十
数分以内

・絶対値で表現できるので、
指標等への利用がしやすい。
・震度との差が分かりやすい。
・最大値を取る時間を延ばす
と、継続時間を考慮可能

・震源域近傍でも大きくなるため、指標だけでは長周
期地震動のみの影響を取り出せない。
・波形がないと過去の地震による評価がしにくい。
・新たな「震度」を用いることで、従来の震度との混乱
が生じるおそれがある。た震度指標 大きい場合、計測震度に比

大きな値が算出される。
と、継続時間を考慮可能 が生じるおそれがある。

・高層ビル内の体感やビル内の被害等との関係につ
いて検討する必要がある。

１自由度系の応
答スペクトル

地震動の周期毎の強さをスペ
クトルとして表す。

数分 ・対象とする周期帯での地震
動の大きさを評価しやすい。
・構造計算等の過去の実績

・スペクトルを情報化することは、情報内容が複雑か
つ膨大となり、そのままでは難しい。
・波形がないと過去の地震による評価がしにくい。構造計算等の過去の実績

が多く、指標等の作成時に
調査がしやすい。

波形がないと過去の地震による評価がしにくい。
・スペクトル強度と高層ビル内の体感やビル内の被害
等との関係について検討する必要がある。
・継続時間は評価できない

「長周期地震動に関する情報のあり方報告書」より
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ＰＵＳＨ型情報の発表に用いる指標の考え方（案）

建物の揺れを出来るだけ合理的に表現しようとすると、応答スペクトルであるが、

＜課題１＞情報内容が複雑かつ膨大となり、一般の方には理解できないのではないか
→基準値を設けて単純化して発表することで、理解しやすい情報へ変換可能

が＜課題２＞計算時間が長いのではないか
→ 2000年から2011年にかけて発生したマグニチュード７または震度6弱以上を観測

した47地震、のべ約38,000点のデータを処理した結果、計算時間で他の指標に
優位性はなか た優位性はなかった。

また、他の指標と応答スペクトルとの相関を調査した結果、相関係数は最も良い周期帯
でも０ ９程度であ た（参考資料１）でも０．９程度であった（参考資料１）。

以上のことから、長周期地震動に関する情報の発表に用いる指標は、応答スペクトル
が適当であると考えられるが適当であると考えられる。
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高層ビル内での人の行動の困難さ等に関する調査結果

100cm/s

床応答
速度

400cm/s2

床応答
加速度

50cm/s 200cm/s2

20cm/s

２秒 ３秒 ４秒 ５秒 ６秒

立っていることが困難、這いつくばる 支えれば立っていられるが、動けない 歩けるが、やや支障あり

一次固有周期

２秒 ３秒 ４秒 ５秒 ６秒
一次固有周期

肥田・永野（2012）では、高層ビルにおけるアンケート調査と各階
での実測された揺れの大きさから、概ね20cm/sを超えると歩いた
り動いたりすることにやや支障があり、60cm/sを超えると立ってい

気象庁が高層のオフィスビルで行った聞き取り調査では、対象階で観測され
た最大加速度よりも最大速度の方が、揺れによる人の行動の困難さなどを分
離しやすいことが分かった。
歩けるがやや支障があ た という証言は概ね 20 / 以上となると生じ始ることが出来なかった、としている。 歩けるがやや支障があった、という証言は概ね、20cm/s以上となると生じ始

めることが分かった。また、概ね50cm/sを超えると立っていることが困難、這
いつくばる、支えれば立っていられるが動けない、といった証言が得られた。

・アンケート調査等の結果から、揺れによる人の行動の難しさは速度の大きさに依存していると考えられる。
・対象周期範囲では概ね20cm/s以上を超えると、ふらつくなど、歩行等にやや支障が生じ始め、50cm/s程度を越え

ると立っていることが難しくなるという結果が得られており 行動の難しさからは複数の段階に分けることが出来るると立っていることが難しくなるという結果が得られており、行動の難しさからは複数の段階に分けることが出来る、
と考えられる。
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高層ビル内での家具・什器等の転倒、移動に関する調査結果

本建築家協会 耐震総合安全機構（ ） は 床応答 等価振動数と最大加速度 よ
肥田・永野（2012）では、床応答速度と家具の転倒の関係
について、概ね20cm/s程度から生じ始める、としている。

日本建築家協会・耐震総合安全機構（2012）では、床応答の等価振動数と最大加速度によっ

て家具等の転倒限界が示されている。本図から、最も低い加速度で転倒が生じる書棚の転倒
限界に対する床応答の最大速度の最小値は26cm/s（等価卓越振動数1.5Hz）となることが導
かれる。（床応答の等価振動数＝床応答の最大加速度／（２π×床応答の最大速度））

・アンケート調査等の結果から、各階で観測さ
れた速度が大きくなる程 什器等の転倒 移

固定していた什器が一部転倒

100cm/s

50 / れた速度が大きくなる程、什器等の転倒・移
動が増えるという結果が得られた。
・日本建築家協会・耐震総合安全機構（2012）
の結果から、什器等のタイプによって転倒・移
動が生じる速度の大きさが異なることから 家

不安定な什器が転倒

未固定の什器が一部転倒

転倒なし

20cm/s

50cm/s

気象庁が高層のオフィスビルで行った聞き取り調査では、対象階で観測された最大速
度が20cm/sを超えると、不安定な什器等の転倒が生じ始めるということが分かった

動が生じる速度の大きさが異なることから、家
具・什器等の転倒移動についても複数の段階
に分けることが出来ると考えられる 7

2秒 3秒 4秒 5秒 6秒

一次固有周期



ＰＵＳＨ型情報に用いる1自由度系の応答スペクトルの減衰定数（案）

【高層ビルにおける設計時の減衰定数と実測値】

超高層ビルでは鉄筋コンク
リート造でも減衰の小さいも
のもあることを考慮すると、長
周期地震動に関する情報の

太田・座間（2005）より

周期地震動に関する情報の
発表に用いるべき減衰定数
は２％が適当と評価

・設計時、鉄骨造では１～３％、鉄筋コンクリート造では、２～５％
が用いられている。

・微動で観測された減衰定数は幅広いが、地震時には、鉄骨造
では概ね1～2% 鉄筋コンクリート造では概ね3～5％となっていでは概ね1 2%、鉄筋コンクリ ト造では概ね3 5％となってい
る。

8



ＰＵＳＨ型情報の発表基準に関する考え方（案）

【調査結果】
・建物内での観測結果などから、概ね20cm/sを
超えると人の行動が難しくなったり、什器等の転
倒 移動が生じ始める

【ＰＵＳＨ型情報の要件】
・情報過多による混乱を与えないよう、簡潔な情
報とする。
地震発生後数分以内に発表できるよう 迅速な＋倒・移動が生じ始める。

・人の行動の難しさや什器等の転倒・移動の状
況は複数の段階に分けることが出来ると考えら
れる。

・地震発生後数分以内に発表できるよう、迅速な
作成を行う。

＋

簡潔な情報で、「高層ビルを揺らす長周期地震動が観測されている」ことを迅速に
お知ら するため は 歩行等 支障が生じ始め また 家具 什器等 転倒 移お知らせするためには、歩行等に支障が生じ始め、また、家具・什器等の転倒・移
動が生じ始める20cm/sを発表基準とし、複数の段階等は設けずに発表する。
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震度速報等で用いられている全国188地域

ＰＵＳＨ型情報の発表対象地域（案）

気象庁の震度観測点分布図

気象庁では震度速報等で用いる全地
域に震度計を整備している。

１地域あたりの観測点数
平均 約４点 （1点～10点）平均 約４点 （1点 10点）

発表対象地域の表現方法（案）

＜地方単位＞
東北 関東 中部
＜都道府県単位＞
宮城 福島 茨城 東京 新潟
＜地域単位＞
宮城県北部 宮城県中部 福島県中通り 茨城県南部 東京２３区 多摩東部 新潟県中越
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【課題】スペクトルを情報化すると 情報内容が複雑かつ膨大となる可能性がある

ＰＵＳＨ型情報の発表方法（案）

【課題】スペクトルを情報化すると、情報内容が複雑かつ膨大となる可能性がある

【考え方】

高層ビルのいずれかは、基準を超えて、人の行動が困難になるような揺れが生じている可能性
がある という場合に情報を発表するがある、という場合に情報を発表する。

【発表方法案】
周期1.5秒から８秒において、0.1秒単位で絶対速度応答スペクトルを算出し、どの周期であって
も基準（20cm/s）を超えているかどうかを評価し 情報を発表も基準（20cm/s）を超えているかどうかを評価し、情報を発表。

絶対速度応答スペクトル
（cm/s）

絶対速度応答スペクトル
（ / ）（cm/s）

基準値

発表なし 発表（cm/s）

基準値

周期 周期 11



【指標】

ＰＵＳＨ型情報の作成・発表に関する検討案（案）

【指標】
周期1.5秒から8秒の範囲で0.1秒単位で１自由度系の絶対速度応答ス

ペクトル（減衰定数２％）を用いる。

＜発表基準＞

長周期地震動による揺れで高層ビル内で歩行などに支障が出始めるこ
とを考慮し 速度応答スペクトルにおいて20cm/sを基準とし 複数の基準とを考慮し、速度応答スペクトルにおいて20cm/sを基準とし、複数の基準
は設けない。

【発表対象地域】【発表対象地域】
全国188地域

【発表方法】【発表方法】
観測点において対象周期帯で1周期でも基準を超過した場合には、その

観測点を含む地域を発表対象地域とする。
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＜シミュレーションの内容＞

長周期地震動に関する情報の発表対象地域および発表時刻の
シミュレーションについて

・気象庁が強震観測報告に記載した1996年～2011年までの２６５１地震で観測された気象庁観測点の強震波形約
38,000データを用いてシミュレーションを実施。

・トリガー後５分程度で情報が発表出来るよう、波形の収集・解析時間も考慮し、最長３分間のデータを用いて絶対
速度応答スペクトルを計算し、発表対象地域を抽出
・実際に発表した「震源・震度に関する情報」の第何報で発表出来るかについても評価

＜シミュレーションの結果＞

・全２５６１地震中、長周期地震動に関する情報の発表対象となった地震は９４地震（約３％）、発表頻度は概ね年３
回程度（ 年を除くと 概ね年 回程度）～４回程度（2011年を除くと、概ね年2～3回程度）

・マグニチュード別に見ると、マグニチュード５程度から対象となる地震が出現し、マグニチュード７では約60％の地震
が対象となる。
・観測点の震度別では、震度３から発表基準を超過する観測点が出現し、震度５弱では50％程度となり、震度６弱～
強 はほぼ全 観測点が対象となる６強ではほぼ全ての観測点が対象となる。

・過去の地震において、「歩くとふらつくなどの支障があった」以上の揺れが生じた地域は全て網羅することが出来る。

・地震波形の伝送等に支障がない場合は、概ね震源・震度に関する情報の第一報の発表時間に発表対象地域全て
を発表することが可能

【マグニチュード別の発表割合】 【観測震度別の基準超過の割合】

100

％

発表割合（％）
1/1 90

100

絶対応答スペクトルが20cm/s以上となる観測点の割合

119/146
60/64

9/9

30
40
50
60
70
80
90

52/185

20/31

1/2

30

40

50

60

70

80

451/2418

136/270

13
0
10
20

3 4 5 6 7 8 9 sum

マグニチュード

20/585 94/2651

0

10

20

震度２ 震度３ 震度４ 震度５弱 震度５強 震度６弱 震度６強

202/9289

451/2418



PUSH情報の電文および伝達イメージ

気象庁加速度波
全国約600点 ＰＵＳＨ型情報（地震情報電文等）

気象庁
震度観測点

加速度波形

連続波形
（約200点）

1分間毎の波形
（約400点）

気象庁本庁長周期地震動分析装置

（約200点） （約400点）

波形データ品質管理

気象 本

波形解析

しきい値処理

気象庁

・住民
・管理者

等

気象庁
ホームページ

気象事業者

WEB ページ
作成処理

地震情報への付加

情報文作成

・気象事業者
・マスコミ 等

地震情報への付加
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＜情報を発表した場合＞

PUSH型情報の発表情報文（案）

（案１）発表基準の揺れの程度を表現して記載

この地震により、高層ビル内で行動にやや支障が生じる程度以上のゆれとなっているとみられる地
域は以下のとおりです域は以下のとおりです。
宮城県中部、宮城県南部、・・、千葉県北西部、東京２３区、神奈川県東部・・

（案２）高層ビル内で大きな揺れ、と表現して記載

この地震で発生した長周期地震動により高層ビル内で大きな揺れとなっているとみられる地域は以
下のとおりです。

宮城県中部、宮城県南部、・・、千葉県北西部、東京２３区、神奈川県東部・・

（案３）基準を超える長周期地震動が観測されているという事実のみを記載

この地震では各地で長周期地震動が観測されています。大きな長周期地震動が観測されている地域
は以下のとおりです。

宮城 中部 宮城 南部 葉 北 部 東京 神奈 東部宮城県中部、宮城県南部、・・、千葉県北西部、東京２３区、神奈川県東部・・

＜情報を発表しない場合＞

（案１）地震情報等では何も付加しない
（案２）情報を発表していない旨を記載

この地震に対しては長周期地震動に関する情報は発表していません
（案 ）情報は発表 な が 地震 よる注意を喚起（案３）情報は発表していないが、地震による注意を喚起

この地震に対して長周期地震動に関する情報は発表していませんが、震度が大きかった地域の
高層ビルでは揺れに十分注意して下さい。 15


